
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人製品評価技術基盤機構（法人番号 9011005001123）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②  平成２７年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

別 添 

 当機構は、行政執行法人として、経済産業省がその所掌事務とする工業標準の整備 

及び普及その他の工業標準化に関すること、計量の標準の整備及び適正な計量の実施

の確保に関すること、生物化学の知見を利用して製造される化学工業品の輸出、輸入、 

生産、流通及び消費の増進、改善及び調整に関すること、化学物質の管理に関する 

所掌に係る事務に関すること及び所掌事務に関する一般消費者の利益の保護に関する 

ことを遂行する上で、中核的な役割を担い、製品安全、化学物質管理、バイオテクノロジー、

適合性認定、国際評価技術の５分野の事業を経済産業省と連携して実施している。役員

報酬水準を検討するにあたり、常勤職員数（当該法人415人）を考慮しつつ、類似事業とし

て国民生活の安全確保や産業競争力の強化を担っている機関として比較的同等と認めら

れる、以下の法人を参考とした。 
 
① 独立行政法人工業所有権情報・研修館 … 当該法人は、同じ経済産業省所管の 
独立行政法人として、産業財産権に関する情報の提供といった事業を実施している。 
（常勤職員数８８人、工業所有権に関する情報提供，権利化推進，人材育成業務）。 
公表資料によれば、平成２６年度の法人の長の年間報酬額は18,151千円であり、理事の 
年間報酬額は14,539千円であった。 
 
② 独立行政法人国民生活センター … 当該法人は、消費者庁所管の独立行政法人 
であり、国民の消費生活に関する情報収集・提供、商品テストなど、国民生活の安定及び 
向上に寄与し、消費者被害の予防と救済に関わる事業を実施している（常勤職員数 
１２４人、相談，商品テスト，広報，ＡＤＲ業務等）。公表資料によれば、平成２６年度の 
長の年間報酬額は17,848千円※であり、理事年間報酬額は14,832千円であった。 
 ※27年度に在籍した法人の長の合算した年間報酬額 

 
③ 事務次官年間報酬額 … 22,701千円※ 

 ※人事院資料「給与勧告の仕組みと本年の勧告のポイント（平成27年8月）」から抜粋した事務次官の 

  年間報酬額 

 基本俸給（俸給及び地域手当の月額に１２を乗じて得た額並びに期末手当を加えた額）
に、経済産業大臣から通知された平成２６年度における業務の実績に対する評価結果に
応じて、次の割合を乗じて得た額を業績給として支給した。 
 

    Ｓ評価： １００分の１０            C評価： １００分の２．５ 

    A評価： １００分の７．５           D評価： １００分の零 
    B評価： １００分の５ 
     



法人の長

理事

理事（非常勤）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成２７年度における改定内容

 役員報酬支給基準は、基本俸給（俸給及び地域手当の月額に１２を
乗じて得た額並びに期末手当を加えた額）、通勤手当及び業績給から
構成されている。月額については、独立行政法人製品評価技術基盤機
構役員報酬規程に則り、俸給の月額（895,000円）に地域手当（165,575
円）を加算して算出している。期末手当についても、独立行政法人製品
評価技術基盤機構役員報酬規程に則り、俸給の月額＋地域手当の月
額＋（俸給の月額＋地域手当の月額）×0.2＋俸給の月額×0.25に６月
に支給する場合においては１００分の１２８．２、１２月に支給する場合に
おいては１００分の１５２．４を乗じて得た額としている。 
 なお、平成２７年度では、給与法指定職の改定に準拠した俸給の月額
の引き上げ（1,000円）及び期末手当の支給割合の引き上げ（年間0.05
月分）を実施した。 

 役員報酬支給基準は、基本俸給（俸給及び地域手当の月額に１２を

乗じて得た額並びに期末手当を加えた額）、通勤手当及び業績給から

構成されている。月額については、独立行政法人製品評価技術基盤

機構役員報酬規程に則り、俸給の月額（706,000円）に地域手当

（130,610円）を加算して算出している。期末手当についても、独立行

政法人製品評価技術基盤機構役員報酬規程に則り、俸給の月額＋

地域手当の月額＋（俸給の月額＋地域手当の月額）×0.2＋俸給の月

額×0.25に６月に支給する場合においては１００分の１２８．２、１２月に

支給する場合においては１００分の１５２．４を乗じて得た額としている。 
  なお、平成２７年度では、給与法指定職の改定に準拠した俸給の
月額の引き上げ（1,000円）及び期末手当の支給割合の引き上げ（年
間0.05月分）を実施した。 
  
 

 非常勤役員手当支給基準は、月額又は日額及び通勤に要する実費
から構成されている。月額又は日額については、独立行政法人製品
評価技術基盤機構役員報酬規程に則り、月額（460,000円）又は日額
（54,４00円）としている。 

 なお、平成２７年度では、給与法指定職の改定に準拠した俸給の月

額の引き上げ（0.2%)を実施した。 



監事

監事（非常勤）

 役員報酬支給基準は、基本俸給（俸給及び地域手当の月額に１２を

乗じて得た額並びに期末手当を加えた額）、通勤手当及び業績給から

構成されている。月額については、独立行政法人製品評価技術基盤

機構役員報酬規程に則り、俸給の月額（575,000円）に地域手当

（106,375円）を加算して算出している。期末手当についても、独立行

政法人製品評価技術基盤機構役員報酬規程に則り、俸給の月額＋

地域手当の月額＋（俸給の月額＋地域手当の月額）×0.2＋俸給の月

額×0.25に６月に支給する場合においては１００分の１２８．２、１２月に

支給する場合においては１００分の１５２．４を乗じて得た額としている。 
 なお、平成２７年度では給与法指定職の改定に準拠した俸給の月額
の引き上げ（1,000円）及び期末手当の支給割合の引き上げ（年間0.05
月分）を実施した。 

 非常勤役員手当支給基準は、月額又は日額及び通勤に要する
実費から構成されている。月額又は日額については、独立行政法
人製品評価技術基盤機構役員報酬規程に則り、月額（435,000円）
又は日額（51,600円）としている。 

 なお、平成２７年度では、給与法指定職の改定に準拠した俸給の

月額の引き上げ（0.2%)を実施した。 



２　役員の報酬等の支給状況
平成27年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

15,701 10,740 2,781
1,987

193
（地域手当）
（通勤手当） 4月1日

千円 千円 千円 千円

1,283 1,283 （　　　　）
千円 千円 千円 千円

13,409 8,472 3,253
1,567

117
（地域手当）
（通勤手当）

4月1日
◇

千円 千円 千円 千円

12,397 8,472 2,194
1,567

164
（地域手当）
（通勤手当）

4月1日
※

千円 千円 千円 千円

1,013 1,013
（　　　　） ◇

千円 千円 千円 千円

1,013 1,013 （　　　　） ※

千円 千円 千円 千円

該当者なし
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

該当者なし
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

10,304 6,900 1,787
1,277

340
（地域手当）
（通勤手当）

4月1日

千円 千円 千円 千円

824 824
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

3,774 3,722 52
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

該当者なし
（　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注３：「地域手当」とは、地域における民間の賃金水準を基礎とし、物価等も考慮しつつ、民間
　　　賃金の高い地域に在勤する役員の給与水準の調整を図るため支給しているものである。

D理事

C理事

Ａ理事長

Ｂ理事長

その他（内容）

B監事

A監事

D監事
（非常勤）

C監事
（非常勤）

A理事

B理事

F理事
（非常勤）

前職

E理事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名



３　役員の報酬水準の妥当性について

【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事

　監事（非常勤）

 近年、我が国を取り巻く、急速な少子高齢化や、経済のグローバ
ル化、イノベーションの進展といった国民生活や産業活動の変化
の中で、機構には、製品等の信頼性・安全性の確保を通じた国民
生活の安全の確保や、産業活動における信頼性・安全性の確保
や工業製品等の品質の向上を通じた産業の発展を支える社会基
盤として、製品安全分野、化学物質管理分野、バイオテクノロジー
分野、適合性認定分野のそれぞれにおいて、中核的業務である関
係法令の執行業務・支援業務等を正確かつ確実に実施し、持続
可能な経済発展に貢献していくことが求められている。そのため、
理事長は法人の長として業務を遂行する高度なマネジメント能力
及び幅広い知見が必要とされ、さらに適切な内部統制の下、組織
を適正に運営するという責務をおっており、そのような条件を満た
す人材を登用するためには国家公務員型の法人として、国の試験
所、研究所の長又は本府省の局長等の報酬と同程度の待遇をす
る必要がある。 
 また、理事長の報酬を関連する分野の独立行政法人である独立
行政法人工業所有権情報・研修館及び独立行政法人国民生活セ
ンターの法人の長の平均報酬との比較においても、その報酬水準
は妥当なものと認められる。 

 

該当者なし 

 当機構が遂行する非常に幅広い業務を監事として監査するため
には、監査報告の作成等監査を実施するための高度な専門能力、
幅広い知見と判断力が必要とされる。そのため、そのような人材を
登用するためには公務員型の法人として、本府省の審議官、部長
等の報酬と同程度の待遇をする必要がある。 
 監事の報酬は、経済産業政策を支えている法人の役員等と比較
考慮したうえで決定されており、その報酬水準は妥当なものと認め
られる。 

 当機構が遂行する非常に幅広い業務を監事として監査するため

には、監査報告の作成等監査を実施するための高度な専門能力、

幅広い知見と判断力が必要とされる。そのため、そのような人材を

登用するためには公務員型の法人として、本府省の審議官、部長

等の報酬と同程度の待遇をする必要がある。 
 常勤監事の報酬年額を年間出勤必要日数（21日/月×12月）で
除した額を非常勤監事の報酬日額としており、その報酬水準は妥
当なものと認められる。 

 上記の法人の長の部分で記載したような当該法人の業務を遂行
し、理事長を補佐するためには、高度なマネジマント能力と幅広い
知見が必要とされるため、国家公務員型の法人として、本府省の局
次長、審議官等の報酬と同程度の待遇をする必要がある。 
 理事の報酬は、また、経済産業政策を支えている法人の役員等と
比較考慮したうえで決定されており、その報酬水準は妥当なものと
認められる。 
 



【主務大臣の検証結果】

 NITEは、国と密接に関連して国民生活の安全確保と経済基盤 
を支えるために製品安全、化学物質管理等の業務を広範に 
行っており、業務を遂行する高いマネージメント能力や幅広い知見 
が求められ、法人の長等にはそれに見合った適切な処遇が必要で
ある。また、役員報酬には、経済産業大臣による業務実績評価を適
切に反映させるしくみとなっており、今回の報酬額についても、その
結果を反映したものであり、適正であると認める。       
 NITEにおいては、報酬等の支払の基準について、国家公務員の
報酬・給与等を考慮するなど、適正確保に向けた取り組みを行って
おり、経済産業省としてもそうした取り組みを促しつつ、支払水準の
適正性について注視していく。 
 



４　役員の退職手当の支給状況（平成27年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 法人での在職期間 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

9,283 6 27.3.31 1.3

千円 年 月

2,255 2 27.3.31 1.2
※

千円 年 月

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

3,059 4 27.3.31 1

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

法人の長

理事A

理事B

理事A
（非常勤）

理事B
（非常勤）

監事A

監事B

監事A
（非常勤）

監事B
（非常勤）



５　退職手当の水準の妥当性について

【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘
案率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

判断理由

理事長の退職手当については、在職期間につき、俸給月額に「独立行政法人、特殊法人及び認可法人の役員の退職金について」（閣議決定）に

おける役員の退職金の支給率を乗じて得た額に、「独立行政法人の役員の退職金に係る業績勘案率の算定ルールについて」（総務大臣決定）に

基づく業績勘案率を乗じて得た額としている。理事長の在職期間において、第３期中期目標期間の評価の算定では、Ａ評定６、Ｂ評定１（全項目

数７）などであったため、経済産業大臣より業績勘案率１．３の決定を受けた。当該法人理事長は、当該法人の事業を統括し、業務を精力的に推

進しており、それらの業績を踏まえると、退職手当の支給水準は妥当であると認められる。

理事の退職手当については、在職期間につき、俸給月額に「独立行政法人、特殊法人及び認可法人の役員の退職金について」（閣議決定）にお

ける役員の退職金の支給率を乗じて得た額に、「独立行政法人の役員の退職金に係る業績勘案率の算定ルールについて」（総務大臣決定）に基

づく業績勘案率を乗じて得た額としている。理事の在職期間において、平成２６年度の評価の算定では、Ａ評定３、Ｂ評定２（全項目数５）などで

あったため、経済産業大臣より業績勘案率１．２の決定を受けた。当該法人理事は、理事の担当の事業を統括し、業務を精力的に推進しており、

それらの業績を踏まえると、退職手当の支給水準は妥当であると認められる。

該当なし

監事の退職手当については、在職期間につき、俸給月額に「独立行政法人、特殊法人及び認可法人の役員の退職金について」（閣議決定）にお

ける役員の退職金の支給率を乗じて得た額に、「独立行政法人の役員の退職金に係る業績勘案率の算定ルールについて」（総務大臣決定）に基

づく業績勘案率を乗じて得た額としている。監事の在職期間において、評価の算定では、特段の加算及び減算要因がなかったため、経済産業大

臣より業績勘案率１．０の決定を受けた。当該法人監事は、内部統制の強化、当該法人の運営に対する助言等を精力的に推進しており、それらの

業績を踏まえると、退職手当の支給水準は妥当であると認められる。

該当なし

理事B
（非常勤）

監事A

監事B

理事A
（非常勤）

法人の長

理事A

理事B

該当なし

監事B
（非常勤）

監事A
（非常勤）

該当なし

該当なし

該当なし

 基本俸給（俸給及び地域手当の月額に１２を乗じて得た額並びに期末手当を加
えた額）に、平成２６年度における業務の実績に対する経済産業大臣による業務
実績評価結果に応じて、次の割合を乗じて得た額を業績給とした。 
 
    Ｓ評価： １００分の１０            C評価： １００分の２．５ 
    A評価： １００分の７．５           D評価： １００分の零 
    B評価： １００分の５ 
     



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成２７年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

 当機構職員の給与水準を検討するにあたって、類似した事業を実施している独立

行政法人等のほか、人事院が実施した「平成２７年国家公務員給与等実態調査」「平

成２７年職種別民間給与実態調査」を参考にした。 
① 独立行政法人工業所有権情報・研修館 … 当該法人は、ともに経済産業省所
管の独立行政法人であり、産業競争力の強化の観点から知的財産行政の一翼を担っ
ており、平成17年度まで公務員型を維持していた。法人規模については約5分の1の
規模（常勤職員数８８人）となっている。 
② 国家公務員 … 平成２７年４月において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）
の平均給与月額は408,996円（平均43.5歳）となっており、全職員の平均給与月額は
416,445円となっている。 

③ 職種別民間給与実態調査において、当機構と同等の規模（100～500人）の職種

（技術系係長）の大学卒の４月の平均支給額は436,429円（平均42.4歳）となっている。 
 また、当該法人では国家公務員と同様に、職務の複雑、困難の程度、職務内容と責
任に応じて俸給を決定することを基本に、俸給表に定める職務の級に格付けして管
理しており、事業計画に基づき、人材の効率的・有効活用、適正配置を図ることにより、
職員数及び人件費の厳正な管理を行っている。また、人件費の配分について、事業
区分（５分野）及び法人共通に区分し、セグメント情報として公表している。 

 当機構においては、設立当時の平成１３年より業績給（業績手当）を導入し、その者

の業績評価結果と勤務態度を勘案し、勤務成績を業績手当へ反映させてきた。平成

１７年度（管理職は平成１６年度）より業績評価３を標準者とする５段階評価を実施し、

その業績率は国家公務員の勤勉手当に係る成績率に準じて見直してきた。 
 業績手当及び業績率は、民間の特別給に応じ改定している国家公務員の期末・勤
勉手当の支給割合（月数）に合わせ、勤務実績に応じた給与を推進している。 
【業績率】  業績評価 ５  １００分の８５以上 （１００分の９０以上） 
        業績評価 ４  １００分の８０    （１００分の８５） 
        業績評価 ３  １００分の７５    （１００分の８０） 
        業績評価 ２  １００分の７０    （１００分の７５） 
        業績評価 １  １００分の６５以下 （１００分の７０以下） 
           ※（ ）内は改定後の業績率 

 独立行政法人製品評価技術基盤機構職員給与規程等に則り、俸給及び諸手当

（職責手当、扶養手当、地域手当、広域異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任

手当、時間外勤務手当、期末手当、業績手当及び寒冷地手当）としている。 
 期末手当については、期末手当基礎額（俸給＋扶養手当＋地域手当＋広域異動
手当＋役職段階別加算額＋管理職加算額）に６月に支給する場合においては１００
分の１２２．５、１２月に支給する場合においては１００分の１３７．５を乗じ、さらに基準日
以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額とし
ている。 

 業績手当については、業績手当基礎額（俸給＋地域手当＋広域異動手当＋役職

段階別加算額＋管理職加算額）に業績手当率基準要領に定める基準に従って定め

る割合を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じ

た割合を乗じて得た額としている。 
 なお、国家公務員の給与（行（一）職）との均衡を基本に、平成２７年度実施分では、
① 俸給表の引上げ（平均0.4％）、②地域手当の一部見直し（１級地18→18.5→20％、
２級地15→15.5→16％、３級地13→14→15％、６級地4→5→6％）、③職責手当額の
引上げ（8級一種）、④単身赴任手当の基礎額の引上げ（26,000→30,000円）及び加
算額の引上げ（上限58,000→70,000円）、⑤業績手当の業績率の見直し（0.1月引上
げ）を実施した。 
 



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

340 44.5 7,685 5,733 176 1,835
人 歳 千円 千円 千円 千円

340 44.5 7,685 5,733 176 1,835

注：常勤職員の区分中の職種、研究職種、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）、
    教育職種（高等専門学校教員）については該当者がないため記載を省略した。

注：在外職員の職種については該当者がないため記載を省略した。

人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

2

注：任期付職員の区分中の職種、事務・技術、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）、
  教育職種（高等専門学校教員）については該当者がないため記載を省略した。
注：当法人における任期付職員は２人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから
　人数以外は記載していない。

人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

注：再任用職員の区分中の職種、研究職種、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）、
  教育職種（高等専門学校教員）については該当者がないため記載を省略した。
注：当法人における再任用職員は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから
　人数以外は記載していない。

注：非常勤職員については該当者がないため記載を省略した。

事務・技術

任期付職員

研究職種

区分

常勤職員

事務・技術

うち所定内
平成２７年度の年間給与額（平均）

総額
人員

再任用職員

うち賞与平均年齢



注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

本部部長 23 55.6 9,868

本部課長 48 53.5 9,388

本部課長補佐 66 49.9 8,742

本部係長 171 42.7 7,001

本部係員 40 28.2 4,409

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

58.0 60.9 59.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 42.0 39.1 40.6

％ ％ ％

         最高～最低 37.6～50.6　 35.0～ 47.2　　 35.0～50.6　　

％ ％ ％

61.1 63.6 62.4

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 38.9 36.4 37.7

％ ％ ％

         最高～最低 35.8～41.0　 33.1～55.7　 33.1～55.7　　

区分

賞与（平成２７年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

11,579～8,707

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以
下、④まで同じ。〕

平均年齢

10,215～8,680

年間給与額

一律支給分（期末相当）

人員
最高～最低

管理
職員

一律支給分（期末相当）

5,151～3,867

9,073～5,195

9,152～4,349

③

④

②

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

分布状況を示すグループ

千円

一般
職員

９人 
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３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

（主務大臣の検証結果）
国に準じた給与体系を採っており、かつ、地域・学歴勘案した場合の対国家
公務員指数は97.1であり、ほぼ同水準であるため、適切である。

（法人の検証結果）
独立行政法人製品評価技術基盤機構は、公務員型の独立行政法人として
国に準じた給与体系を採っている。上記に示すとおり、地域・学歴勘案した
場合の対国家公務員指数は97.1となっている。
こうしたことから、給与水準は適切であると考えられるが、引き続き、国家公
務員の給与水準を十分考慮し、適切性を維持する。

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合 98.3％】
（国からの財政支出額 13,296,103,456円、支出予算の総額 13,531,649,000
円：平成27年度予算）

【累積欠損額 0円(平成26年度決算) 】

【管理職の割合　16.5％（常勤職員数411名中68名）】

【大卒以上の高学歴者の割合　74.2％（常勤職員数411名中305名）】

【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合 34.5％】
（支出総額 17,752,154,116円、給与・報酬等支給総額 3,209,039,550円：平
成26年度決算）

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　１０４．５

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

講ずる措置

・年齢・学歴勘案　　　　　　　 　１０２．８

当該法人の年齢勘案の対国家公務員指数が１０４．５と４．５ポイント高くなっ
ているが、これは、国家公務員の給与水準が全国平均であるのに対し、当
法人の給与水準比較対象職員３４０名中２４５名（72.1%)が東京特別区（１級
地）もしくは大阪市（2級地）で勤務しているため、対国家公務員指数を引き
上げる要因となっている。なお、年齢・地域・学歴勘案した場合の対国家公
務員指数は９７．１となっており、当該法人の職員の給与水準は同条件の国
家公務員指数を下回っている。また、年齢・学歴勘案の対国家公務員指数
も１０２．８と２．８ポイント高くなっているが、これは、当該法人では従来の慣
行にとらわれず、優れた能力を有すると認められた職員を登用しており、高
校卒業程度の職員であっても優秀な者は課長職以上になっているため、対
国家公務員指数を引き上げる要因となっている。

・年齢・地域・学歴勘案　　　　　９７．１

＜平成27年度に見込まれる対国家公務員指数＞　104.5
（地域・学歴勘案　97.1）
＜改善策・目標水準＞
国に準じた給与体系及び給与水準を継続・維持する予定。

内容

・年齢・地域勘案　　　　　　　 　９８．０

項目

○ ２２歳 （大卒初任給、 独身） 
   月額 17６,700円   年間給与 2,852,000円 
 
○ ３５歳 （本部係長、 配偶者・子１人） 
   月額 288,300円   年間給与 4,679,000円 
 
○ ５０歳 （本部課長、 配偶者・子２人） 
   月額 422,700円   年間給与 7,057,000円 

 当機構においては、設立当時の平成１３年より業績給（業績手当）を
導入し、その者の業績評価結果と勤務態度を勘案し、勤務成績を業績
手当へ反映させてきており、業績手当及び業績率は国家公務員の勤
勉手当に係る成績率に準じて見直してきた。 
 今後とも、法人の業務実績評価の結果を適切に反映させ、かつ、民
間の特別給に応じ改定している国家公務員の期末・勤勉手当の支給
割合（月数）を反映させ、勤務実績に応じた給与を推進していく方針で
ある。 



Ⅲ　総人件費について

昨年度
平成26年度

当年度
平成27年度

千円 千円

(A)
千円 千円

(Ｂ)
千円 千円

(Ｃ)
千円 千円

(D)
千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

退職手当支給額
225,328

793,314

470,634 477,672

非常勤役職員等給与

4,829,2284,716,215

811,213

区　　分

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　 記載する。

最広義人件費

3,208,948
給与、報酬等支給総額

3,209,040

349,294

福利厚生費

①「給与、報酬等支給総額」の対前年度比の減少は、自己都合退職
等により職員数が減少したことによる。 
 
 「退職手当支給額」対前年度比の増加は、定年退職者の増加、役
員の任期終了に伴う退職、職員の自己都合等による退職があったこ
とによる。 
 
 「最広義人件費」の対前年度比の増加は、退職手当支給額の増加
によるものと認められる。 
 
②「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について」（平成２
８年８月７日閣議決定）に基づき、平成２５年１月から平成２６年７月ま
でに引下げ完了した。 
  役員に関して、退職手当の支給率は、平成２６年度に改定済み。 
  職員に関して、国家公務員退職手当法等の一部を改正する法律
（平成24年法律第96号）の適用を受けており、国と同等の支給水準
の引下げを実施済み。 

特になし 
 
 


